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○職業に必要な能力については、様々な見方がある。例えば、中央教育審議会では「社会・職業への円
滑な移行に必要な力」や「学士力」、経済産業省では「社会人基礎力」などを示している。

１．職業に必要な能力

（資料）「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」
（平成23年1月31日中央教育審議会答申）

知識・理解
●多文化・異文化に関する知識の理解 ●人類の文化、社
会と自然に関する知識の理解

汎用的技能
●コミュニケーション・スキル ●数量的スキル ●情報リテラ
シー ●論理的思考力 ●問題解決力

態度・志向性
●自己管理力 ●チームワーク、リーダーシップ ●倫理観
●市民としての社会的責任 ●生涯学習力

統合的な学習経験
と創造的思考力

●獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し、自らが立
てた新たな課題にそれらを適用し、その課題を解決する能力

「学士力」（大学が授与する学士が保証する能力の内容に関する参考指針）

（資料）「学士課程教育の構築に向けて」（平成20年12月24日中央教育審議会答申）

「社会的・職業的自立、社会・職業への円滑な移行に必要な力」 「社会人基礎力」（組織や地域社会の中で多様な人々とともに
仕事を行っていく上で必要な基礎的な能力）

（資料）経済産業省「社会人基礎力に関する研究会中間取りまとめ」（平成18年1月20日)
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２．企業が求める人材像

○ 企業は、新規採用者選考に当たって、ｺﾐｭﾆｹ ｼーｮﾝ能力や主体性など普遍性のある力を重視している。
○ 中途採用する際は、専門的な技術・知識などの即戦力を重視する企業が多い。

選考にあたって特に重視した点（５つ選択）

（資料）（一社）日本経済団体連合会 新卒採用に関するアンケート調査結果（2014）

（参考）OECDでは、以下の事項を「キー・コンピテンシー」と位置付けている。
・①言語や知識、技術を相互作用的に活用する能力
・②多様な集団における人間関係形成能力
・③自律的に行動する能力
・①～③の核となる考える力

（資料）内閣府「企業の採用のあり方に関する調査」（2006）
（注）１．「中途採用を募集するとき採用に当たりどのような能力を重視しますか

（○は３つまで）と聞いた問に対する回答。
２．回答企業は、全国の従業員規模30人以上の企業898社（無回答・無効
回答を除く）

中途採用者の採用の際に企業が重視するもの（３つまで選択）
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○近年の管理職に不足している能力・資質として、企業と正社員ミドルマネジャーのいずれも、「部下や
後継者の指導・育成力（傾聴・対話力）」、「リーダーシップ、統率・実行力」、「新たな事業や戦略、プロ
ジェクト等の企画・立案力」などを多く挙げている。

（参考）管理職に不足している能力・資質

（資料）労働政策研究・研修機構 「人材マネジメントのあり方に関する調査」および「職業キャリア形成に関する調査」（平成26年7月）
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○．教育訓練の実施状況３．職業に関する能力の取得時期

○企業・労働者とも、 「職業に関する能力」のうち「業務に関する専門的知識・技能」「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力」
「ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ」などについて、「仕事における実務中」に企業主体で多く取得した、との調査報告がある。

（資料）中野貴比呂『我が国における能力開発の現状～個人の能力開発、企業にお
ける人材育成のあり方に関する実証分析～』経済財政分析ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ･ﾍﾟｰ
ﾊﾟｰ（平成18年8月）より、内閣府において編集。

（％）

能力 学歴

仕事を始める前 仕事を始めてから

学校教育
サークル・ア
ルバイト活
動等

仕事にお
ける実務
中

上司等に
よるOJT

企業内集
合研修

企業外研
修

教育機関
の教育訓
練

独学

一般常識・教養等

高校 64 11 40 17 10 4 1 18

短大高専 79 22 38 15 8 4 1 14

大学 95 30 33 14 7 3 1 16

業務に関する専門的
知識

高校 9 4 64 34 21 7 4 26

短大高専 26 8 62 31 21 9 7 24

大学 22 6 63 39 23 13 4 31

業務に関する専門的
技能

高校 6 3 64 32 20 8 4 26

短大高専 20 6 62 32 20 9 6 23

大学 11 4 65 39 19 9 3 29

外国語能力

高校 80 2 11 3 3 4 5 20

短大高専 97 2 8 1 3 3 4 21

大学 105 4 12 1 4 3 4 24

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに関するス
キル

高校 20 2 45 13 12 6 4 46

短大高専 32 1 47 10 8 7 7 44

大学 36 5 49 13 10 5 3 44

ﾋﾞｼﾞﾈｽに関する基本
的スキル

高校 8 2 60 24 21 8 2 26

短大高専 11 6 59 24 18 7 4 23

大学 15 8 63 29 18 7 3 27

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力、調整
交渉能力

高校 23 11 58 22 12 5 1 25

短大高専 30 21 61 20 10 5 3 21

大学 35 38 62 24 11 5 1 20

チームで仕事をする
能力

高校 23 12 61 23 12 3 1 17

短大高専 26 24 60 22 8 3 2 14

大学 31 36 62 25 12 3 1 12

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ性

高校 22 10 55 19 13 5 1 20

短大高専 30 19 53 17 9 5 2 16

大学 34 32 53 20 11 5 1 15

指導・監督等に関す
る管理的スキル

高校 8 5 58 25 19 8 2 21

短大高専 10 13 58 24 14 7 2 17

大学 14 21 60 25 17 10 2 17

人的交流・人脈

高校 31 13 59 19 8 5 2 24

短大高専 45 28 59 18 9 5 3 17

大学 53 44 61 16 9 7 2 17

職業に関する能力の取得段階（個人の意識） 職業に関する能力の取得段階（企業の意識）

（備考）１．いずれも内閣府「仕事と教育に関する調査」により作成。濃い網掛けは最
多回答、淡い網掛けは2番目に多い回答。
２．「個人の意識」、「企業の意識」とも、身についた人のうちどの段階で身につ
いたかの集計。複数回答のため横を合計しても100%にならない。
３．「個人の意識」は、登録モニターから抽出された20～50歳代男女（専業主
婦と学生は除外）に対する郵送アンケート（平成18年3月実施）より、有効回
収数4,059人
４． 「企業の意識」は、上場企業全社と従業員100人以上の未上場企業を対
象に郵送アンケート（平成18年3月実施）より、有効回収数1,447社
５． 「企業の意識」は、特別にその能力を必要としないという企業を除いて能
力の取得段階は集計。

６．「サークル・アルバイト活動等」は「在学中のサークル等の活動」及び「在学
中のアルバイト経験等」の単純合計。

（％）

能力

仕事を始める前 仕事を始めてから

学校教育
サークル・
アルバイト
活動等

仕事にお
ける実務
中

上司等に
よるOJT

企業内集
合研修

企業外研
修

教育機関
の教育訓
練

独学

一般常識・教養等 87 63 35 30 16 11 8 34

業務に関する専門的知識 18 6 79 71 46 33 15 38

業務に関する専門的技能 14 5 79 72 39 28 12 28

外国語能力 64 7 11 2 5 13 15 42

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀに関するスキル 67 6 65 27 19 19 12 46

ﾋﾞｼﾞﾈｽに関する基本的スキル 14 21 73 65 45 28 10 27

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力、調整交渉能力 37 89 74 56 31 20 7 21

チームで仕事をする能力 24 89 77 58 33 12 4 13

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ性 26 85 63 45 34 24 7 19

指導・監督等に関する管理的スキル 9 35 64 56 45 37 11 24

人的交流・人脈 40 97 71 32 18 32 14 25
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○非典型雇用から正社員へ移行し定着している者の移行年齢について比較すると、初職が正社員で
あるか非典型雇用であるかにより、移行の難易度に差が見られる。

○．教育訓練の実施状況４．非正規雇用から正規雇用への移行状況

（資料）労働政策研究・研修機構『若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状－平成19年版「就業構造基本調査」特別集計より非正社員の雇用管理と
人材育成に関する予備的研究』JILPT資料シリーズ№61

（注） 「正社員」には役員を含み、 「非典型雇用」には、パート、アルバイト（通学の傍らは除く）、派遣社員、契約社員、嘱託、その他を含む。
非典型雇用から正社員に移行し、正社員として定着している15～44歳の者（男6,879人・女7,744人、初職非典型7,616人・初職正社員7,007人）の実測値。

非典型雇用から正社員へ移行し定着している者の移行年齢分布（初職非典型のみ、実測値）

非典型雇用から正社員へ移行し定着している者の移行年齢分布（初職正社員のみ、実測値）
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○若者が学校生活を通じてもっと教えて欲しかったこととして、「職業に必要な専門的知識・技能」が最
多となっており、「社会人としてのマナー」「各職業の内容」が続いている。

５．学校生活を通じてもっと教えて欲しかったこと

（資料）（株）UFJ総研「若年者のキャリア形成に関する実態調査」（2004年厚生労働省委託調査）、厚生労働省『平成20年版労働経済の分析』118頁
調査対象：35 歳以下の若年者

学校生活を通じてもっと教えて欲しかったこと（複数回答）
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○研究によると、企業内訓練の対象労働者の減少・選別が進んでいる、個人による人的資本投資が個
人に還元されることが必要、Off-JTは生産性や賃金に有意な効果を持つ、などの指摘がある。

６．企業主導と個人主導の能力開発

●企業主導の能力開発への支援
・「国際競争の激化にともなう製品市場の変化や情報化のスピードの速まりは、必要となるスキルを長期的視野から計画的に育成すること
のコストを高めると同時に、企業による定年までの雇用保障を困難にする。さらに、情報通信技術の進展は、仕事の幅の拡大や質的向上
をもたらす一方で、仕事の標準化・ﾓｼﾞｭｰﾙ化を通して非正規社員の活用を促すとも考えられる。…これらの環境変化は、いずれも長期
雇用を前提とした豊富な企業内訓練の対象となる労働者を減らし、外部労働市場からの人材の調達を一段と増やす方向へ、そして労働
者の貢献度をより短期間で賃金に反映させる方向へと企業の戦略をシフトさせる…。」（同書611頁）
・「外部労働市場のいっそうの発達が生じ、長期雇用を前提とした就業機会がますます縮小すれば、…引き抜き外部性が高まるため、企
業の一般的人的投資が社会的に望ましい水準を下回る傾向が強まる…。非正社員比率の拡大を考慮に入れれば、経済全体における
企業の人的投資量が減っていることに間違いはないだろう…、以前より離職確率の低いグループに訓練資源が選択的に配分されるよう
になっている…。」（同書612頁）

●個人主導の能力開発への支援
・「労働者個人による人的資本投資が効率的に行われるためには、個人が訓練費用を負担する能力をもち、かつ個人の実施した訓練投
資の収益がすべて個人に還元されるような環境が必要である。」（同書614頁）
・「政府の実施している教育訓練給付は、労働者個人への補助金（バウチャー）制度であるが、…資金制約にもっとも強く直面している長
期失業者や非労働力からの参入を試みる人々すべて、ならびに若年未熟練層やその他の非正社員の多くが制度対象外にされている
…。」（同書615頁）

黒澤昌子『職業訓練』（慶応義塾大学出版会、樋口美雄編「労働市場と所得分配」2010年、第17章）

・「Off-JTは生産性に有意な正の効果を持つ…。生産性に対する効果と同様、Off-JTは賃金に有意な効果を持つ…。」（同書269頁）
・「若年者が正社員の職に就くことが困難になっているなかで、正社員になったとしても未熟練労働者へのOff-JT機会が減少している。…
ｱﾝｹｰﾄ調査においては、Off-JTについて、従業員の質が高い事業所ほど訓練の強度も高くなる傾向が確認されている。」（同書298頁）
・「経済環境の変化は、企業の人的資本投資量を減らし、一律教育から選抜教育へと訓練資源を集中させるとともに、労働者の自己責任
による能力開発への危機感と同時に自己啓発への関心を高めてはいるが、実際に自分の人的資本投資を増やすまでにはいたっていな
いようだ。」 （同書298頁）

黒澤昌子・大竹文雄・有賀健『企業内訓練と人的資源管理策』（勁草書房、林文夫編「経済停滞の原因と制度」2007年、第9章）
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○非正社員のOff‐JT、計画的OJT、自己啓発は、正社員の半分程度の実施率に留まっている。
○Off‐JTの実施機関は、正社員は自社以外もあるが、非正社員はほとんどが自社である。

７．労働者の教育訓練の現状（全般）

（資料）いずれも厚生労働省「能力開発基本調査」（各年度）。

（注） 「就業形態別Off‐JT及び計画的OJT実施事業所比率の推移」は、各年度１
年間における実施事業所比率。該当種類の社員（正社員又は非正社員）が
いない事業所は分母から除外。当該調査の対象は常用労働者（嘱託、パー
ト、アルバイトなど直用のみ）。
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（資料）厚生労働省「平成25年度能力開発基本調査」

実施したOff‐JTの教育訓練機関の種類
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○自己啓発は、正社員・正社員以外ともラジオ・テレビ・専門書・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等による自学自習が多い。
○実施理由は、仕事に必要な知識・能力を身に付ける、キャリアアップ、資格取得などが多い。

８．労働者の教育訓練の現状（自己啓発）

自己啓発を行った者のうち費用の補助を受けた労働者

行った自己啓発の実施方法（複数回答）

（資料）いずれも厚生労働省「平成25年度能力開発基本調査」

自己啓発を行った理由（複数回答）
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○民間企業における現金給与を除く労働費用に占める教育訓練費の割合は、80年代は一貫して上昇、
90年代以降低下・横ばい傾向にある。
○企業は人材育成に当たって、指導者の不足、時間の不足、育成しても辞めてしまう、などの問題を感じ
ている。

９．労働者の教育訓練の現状（企業の人材育成）

人材育成に関する問題点の内訳（複数回答）

（資料）厚生労働省「平成25年度能力開発基本調査」
（資料）労働省「労働者福祉施設制度等調査報告」、「賃金労働時間制度等総合調査報告」、厚

生労働省「就労条件総合調査報告」（抽出調査）
（注１）教育訓練費は、労働者の教育訓練施設に関する費用、訓練指導員に対する手当や謝

金、委託訓練に要する費用等の合計額をいう。
（注２）現金給与以外の労働費用には、退職金等の費用、現物給与の費用、法定福利費、法定

外福利費、募集費、教育訓練費、その他の労働費用が含まれる。

企業の支出する教育訓練費の推移

（左目盛） （右目盛） （右目盛）
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○高等学校専門学科からの進路は、高等教育進学が過半数を占めるが、就職も44％で下げ止りの状況
○就職希望者の就職率について見ると、専門学科では工業98.8％、水産、看護（5年課程5年次）、福祉
98.3％など高水準を確保しており、計でも96.6％を確保している。

10．高等学校学科別卒業者の就職状況

高等学校の就職希望者の就職率（平成26年3月）高等学校専門学科卒業者の進路推移

（資料）文部科学省学校基本調査（各年度）

学科名
卒業者数
(A)
（人）

就職希望
者数(B)
（人）

就職者数
(C)
（人）

就職率
(D=C/B)

（％）

普通 764,944 65,750 61,937 94.2 

専門

農業 26,562 14,490 14,155 97.7 

工業 81,787 53,389 52,725 98.8

商業 66,767 28,706 27,967 97.4 

水産 2,934 1,911 1,878 98.3

家庭 13,113 5,183 5,014 96.7 

看護（3年課程） 811 111 105 94.6 

看護（5年課程3年次） 3,734 60 53 88.3 

看護（5年課程5年次） 2,845 2,713 2,666 98.3

情報 1,218 299 283 94.6 

福祉 3,014 1,605 1,578 98.3

その他 33,481 1,788 1,662 93.0 

総合学科 52,955 14,355 13,838 96.4 

計 1,051,320 187,647 181,195 96.6 

（資料）平成25年度 文部科学省「高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査
（注）看護（5年課程5年次）は高等学校卒業者ではないため集計からは除いている。

（参考）同時期の高等教育機関の就職希望者の就職率
（厚生労働省 平成25年度「大学等卒業者の就職状況調査」より）

○大学 94．4％ ○短期大学（女子学生のみ） 94．2％、
○高等専門学校（男子学生のみ）100％ ○専修学校（専門課程） 93．0％
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○高卒でも能力があれば評価されると感じている者が多いなど、高卒者の職業意識は低くない。
○従業員の満足度も他の学歴者と遜色ない。

11．高卒者の職業意識

現在働いている高卒者の職場や職業生活に関する意識
（調査対象：2006年3月高校卒業後、同年11月時点で働いている356名）

現在の職業生活についてどのように考えているか

現在の職場についてあてはまるもの

（資料）東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター
「第3回高校生の進路についての調査」（2006年11月）

（注）2006年3月卒業後、「主に働いている（正社員、公務員、契約社員、自営など）」者の回答（定
職を持ちながら大学夜間学部等に通うｹｰｽは含まれ得る）。「主に学校（大学、短期大学、
専門学校）に通っている」「予備校（いわゆる進学浪人）、ｱﾙﾊﾞｲﾄなど」は含まれない。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

希望していた仕事だ

やりがいのある仕事だ

高卒でも能力があれば評価される

この業界は将来性がある

将来役立つ技能を身につけられる

職場の人間関係がよい

給料がよい

女性が結婚・出産しても勤められる

辞める人が多い

とても当てはまる 当てはまる 当てはまらない 全く当てはまらない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の勤め先で長い間働きたい

自分に何が向いているか、まだわからない

自分がフリーターのような生き方をするもの悪くない

家庭を持ったら仕事よりも家庭を優先したい

将来は独立して自分の店・会社を持ちたい

とても当てはまる 当てはまる 当てはまらない 全く当てはまらない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中・高校卒

専門・専修学校卒

短大・高専卒

大学・大学院卒（文系）

大学・大学院卒（理系）

その他

満足 不満

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中・高校卒

専門・専修学校卒

短大・高専卒

大学・大学院卒（文系）

大学・大学院卒（理系）

その他

満足 どちらともいえない 不満

企業と従業員の満足度（学歴別）
（調査対象：過去3年間に中途採用された正社員1,895人）

企業の従業員に対する満足度

従業員の満足度

（資料）佐藤博樹・玄田有史『成長と人材－伸びる企業の人材戦略－』
勁草書房2003年、115頁。

（出典）日本商工会議所「総合的人材ニーズ調査（特定ニーズ調査）1998年8月実施
（注）調査対象：日本商工会議所、全国商工会連合会、全国中小企業団体中央会
から抽出された中小企業5,000社中、回答のあった4,119社

1,111人

224人

127人
262人

131人
14人

131人

1,111人

224人

127人

262人

14人
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○技能系正社員が中核的技能者になるまでの採用時からの年数については、新卒採用は平均10.2
年、中途採用は平均7.3年を要するなど、人材育成には長時間を要する。

12．技能系正社員が中核的技能者になるのに要する期間

（備考） 1．調査方法 郵送による調査票の配布・回収
2．調査対象 製造業の企業のうち、プラスチック製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業、はん用機械器具製造業、生産用

機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、情報通
信機械器具製造業、化学工業の従業員数30人以上の企業10,000社（帝国データバンクの企業データベースから業種・規模別に層化無作為抽出）

3．調査時期 2011年11月
4．有効回収数 2,608社（有効回収率：26.1％）

（資料）労働政策研究・研修機構「ものづくり現場における若年技能者及び中核的技能者の確保・育成に関する調査」（2013年）

技能系正社員が中核的技能者になるまでに要する期間
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○ドイツでは、即戦力となる熟練労働者を養成することを目的として、職業学校と企業で訓練を行うデュ
アル・システムが行われている。

13．ドイツのデュアル・システム

ドイツの若年者（義務教育修了者）対象の初期養成訓練は、「ﾃﾞｭｱﾙ･ｼｽﾃﾑ」と
「全日制職業学校訓練」がある。
義務教育後の進路は、職業教育訓練コースに進む者がﾃﾞｭｱﾙ･ｼｽﾃﾑ約55％、
全日制職業学校約10％であり、残り約35％は普通教育において大学を目指す
コースを選択している。
こうした制度は、中世以来のマイスター（親方）、職人、弟子による技能伝承に起
源を持ち、19 世紀の産業革命、20 世紀の工業化への対応などを経ながら発展し
てきた。

＜ﾃﾞｭｱﾙ･ｼｽﾃﾑ＞
訓練の場が職業学校と企業であり、職業学校では理論を、企業では実践を学
ぶ。職業学校は州の主管、企業での職場実習は連邦政府の主管。
週1～2日（全訓練時間の約3割）は職業学校で職業に係る理論教育、週3～4日
（全訓練時間の約7割）は企業で職場実習を実施。
訓練生は職業学校の生徒であると同時に、企業と職業訓練契約を結び、訓練
生手当が支給されるほか社会保障制度の対象。
主に基幹学校（ﾊｳﾌﾟﾄｼｭｰﾚ）修了者を対象として実施され、幅広い職業に関す
る基礎知識と、特定の職業に必要な専門能力を身に付け、即戦力となる熟練労
働者を養成することを目的。
職業訓練が行われる公認訓練職種は約350職種。訓練期間は2年（販売などの
事務系職種）～3年半（電気・電子及び機械系職種）。訓練修了後に試験が実施
され、合格すると訓練職種に関する公的な職業資格が付与される。

＜全日制職業学校訓練（職業専門学校）＞
ﾃﾞｭｱﾙ･ｼｽﾃﾑに組み込むことが難しい医療福祉関連（介護、育児、看護、助産
婦、医学療法）などの職種を対象として訓練を実施。

（資料）労働政策研究・研修機構「ドイツの公共職業教育訓練―デュアル・システムを
中心に」（海外労働情報2009年6月）より、内閣府において作成。

（資料）文部科学省「平成25年版教育指標の国際比較」
（注）在籍学生生徒数は2010年度の概数

191万人

284万人

81万人 117万人

（両者を合わせた学校種 37万人） 248万人

67
万
人

170万人

0万人

48万人

16万人14万人

2万人

71万人

18万人

13万人

6万人

150万人

ドイツの学校系統図ドイツのデュアル・システムの概要
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○OECD調査によると、日本は仕事に必要な学歴より高い学歴を持つ就業者（ｵｰﾊﾞー ･ｸｵﾘﾌｨｹー ｼｮﾝ）の割合が31％と
大きく、ｵｰﾊﾞー ･ｸｵﾘﾌｨｹー ｼｮﾝの就業者の賃金は仕事と学歴がマッチした就業者より15％低い状況にある。

14．労働者の学歴とスキルのミスマッチ
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をこなすことができる技能を持っていると感じ
ておらず、現在の職務を十分にこなすには、更
なる訓練や研修が必要だと感じていない就業
者）の上位5％よりも習熟度が高ければ、ｵｰ
ﾊﾞｰ・ｽｷﾙとみなす。
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○今後の大学が果たすべき機能・役割について、「世界的研究・教育拠点」「職業人養成」「総合的教養
教育」などが示されている。大学における職業準備教育についても多様な見方がある。

15．大学の機能・役割

供給者型

専門職モデ
ル

専門的な職業人の養成のための教育。専門職業の倫理に基づき明確にセットされた知識から体系的ｶﾘｷｭﾗﾑ
を作り、厳格な試験を行うことで、職業・卒業資格が付与される。

教養モデル リベラル・アーツ。探究志向と古典志向という異なる流れが存在し、歴史的に相対的な影響力を変えつつ、特に
イギリスの大学で古典志向のリベラル・アーツが独自の展開を見せた。

探究モデル ドイツを起源とする学術的な真理探究。研究者としての医師が真理探究の経験を学生に伝え、学生もまた真理
探究者として思考や論理の枠組みを学び、そのプロセスで道徳性も獲得する。

需要者型 コンピテンス
モデル

汎用的能力や態度育成を通じた大学の職業準備教育。汎用的能力の修得自体が目的であり、学問の修得や
研究への参画は二次的な位置付けとなる。学問の目的と手段の倒錯などの批判も。

大学における職業準備教育の分類例

（資料）小方直幸『大学における職業準備教育の系譜と行方』（岩波書店「ｼﾘー ｽ゙大学５教育する大学－何が求められているのか」2013年、第1節）より、内閣府において作成

大学の機能・役割 「我が国の高等教育の将来像」（平成17年1月28日中央教育審議会答申）より

第２章 ３ 高等教育の多様な機能と個性・特色の明確化

新時代の高等教育は、全体として多様化して学習者の様々な需要に的確に対応するため、大学・短期大学、高等専門学校、専門学校が
各学校種ごとにそれぞれの位置付けや期待される役割・機能を十分に踏まえた教育や研究を展開するとともに、各学校種においては、
個々の学校が個性・特色を一層明確にしていかなければならない。（以下略）

（２）大学の機能別分化

○高等教育機関のうち、大学は、全体として
1.世界的研究・教育拠点 2.高度専門職業人養成 3.幅広い職業人養成 4.総合的教養教育 5.特定の専門的分野（芸術、体育等）の
教育・研究 6.地域の生涯学習機会の拠点 7.社会貢献機能（地域貢献、産学官連携、国際交流等）

等の各種の機能を併有する。各々の大学は、自らの選択に基づき、これらの機能のすべてではなく一部分のみを保有するのが通例であり、
複数の機能を併有する場合も比重の置き方は異なるし、時宜に応じて可変的でもある。その比重の置き方がすなわち各大学の個性・特色
の表れとなる。各大学は、固定的な「種別化」ではなく、保有する幾つかの機能の間の比重の置き方の違い（＝大学の選択に基づく個性・
特色の表れ）に基づいて、緩やかに機能別に分化していくものと考えられる。
○例えば、1．や2．の機能に特化して大学院の博士課程や専門職学位課程に重点を置く大学もあれば、4．の機能に特化してリベラル・アー
ツ・カレッジ型を目指す大学もある。こうした大学全体としての多様性の中で、個々の大学が限られた資源を集中的・効果的に投入すること
により、各大学の個性・特色の明確化が図られるべきである。（以下略）
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人の活躍のための職業能力の育成に関する主
な論点

○全ての人材に必要とされる汎用的スキルが育成される時期・
場所・方法

○非正規職員を含め社会の労働者の太宗について、生産性を
高め、職種転換やスキルチェンジを容易にするための専門的
知識・技能を身に付ける時期・場所・方法
そのために高等学校や大学等高等教育機関に期待される役
割、及び企業が果たすべき役割
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就学前～義務教
育

高等学校

○ 正規と非正規で二極化されている処遇の見直しと働き方の多様化
○ 専門職やスタッフ職などの複線的なキャリアパス

○ ワーク・ライフ・バランスに関し、企業などの組織風土を改善していく取組に対する支援や
優れた企業を評価し、オープンにする取組
○ 中央官庁の国家公務員のワーク・ライフ・バランス改善目標の明確化
○ テレワークの普及などICTを活用した仕事の効率化
○ 長時間労働ではなく成果による評価

○ 政府や企業など社会全体で人に対して投資
○ 給付型の奨学金の導入など、家庭の経済状況等に関わらない教育機会の確保

○ 大学等において専門的な職業スキルにつながる教育
○ 個人の所属や経歴によらない職業能力訓練機会の確保
○ 職業能力を適切に評価し職業につなげる橋渡し支援

○ 就労に関する支援制度を若者に周知
○ 若者の就業に着目した包括的・継続的な調査

○ ニートなどの働いていない若者に対する支援と
受け皿の用意

○ 基礎学力とともに判
断力や価値観を育む
○ キャリア教育を充実

○ 多様な価値観を受け入れる寛容
性を育む

○ イノベーションを生み出せるような
実践的教育を受ける機会を増やす

○ 職業スキルを身に付ける教育の一
層の充実

○ 大学等でリーダーとしての素養と専
門的な力を養成
○ 学生が海外で学ぶ機会を増やす

○ 教育段階で身につけた専門的能力、リーダーとしての資質、
留学経験や、個性的な能力の処遇への反映など、多様性に富
んだ人材を評価

○ 健康寿命の延伸 ○ 在宅医療・介護の
ネットワーク化、ICTを
活用した在宅支援
サービスなどの人生
の最終章を安心して
暮らせる仕組み

○ 地域社会の共助が希薄化していくことに対する社会的な仕組み
○ 地域の人材が仕事や地域活動等を通して世代横断的に交流していく場の形成
○ 家族に対する支援の充実

人の活躍ワーキング・グループ主査サマリーにおける提案事項（全体像）
大学等

職業生活期

○ 高齢者が働ける場の開拓
○ ボランティア的な就労機会の創出

人
材
育
成

働
き
方
と
そ
の
環
境

豊
か
な
生
活
と
そ

の
基
盤

○ 女性の管理職登用についての目標と行動計画

○ 創造性豊かな教員の育成・採用・
活用の在り方等の検討など長期的な
視点からの教える人材の育成

高齢期

ターゲット

視点
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戦後高度成長期を経て培われてきた経済社会モデルに最適化した人材育成と労働市場

◆全国的な水準の維持向上に重点
◆画一性が重視される教育
◆科学技術の進展など、未来を展望した長
期的視野が不十分

◆家計を圧迫する教育費負担

◆教育と職業の不連続の傾向
（学習内容が労働市場で評価されない）

◆学卒後の教育訓練が企業のＯＪＴに依存
◆社会に出てからの学び直しが不活発

◆新卒一括採用（ポテンシャル採用）
◆自社育成主義
◆チーム力の重視
◆職務を明確にしない働き方
◆年功を重視した処遇
◆安定雇用・長時間労働・生計に応じた賃金
・ＯＪＴ中心の訓練

◆非正規：低賃金・不安定雇用・ＯＪＴの機会が少ない

◆国際的にみると若者中心に低失業率
◆外部労働市場（専門職・中途採用）が未発達
◆外部労働市場での能力評価軸がはっきりしない

正社員（無限定雇用）

企業内部

◆金銭的な生活は相対的に安定的
◆長時間労働になりやすくワーク
ライフバランスがとりづらい

◆家事・育児が配偶者（特に女性）に集中しがち

◆企業主導のキャリア形成
◆離職した中高年層の再就職難

◆能力を活かして活躍する場が少ない
⇔非正規雇用が多い

◆出産・育児期の離職が少なくない

◆長時間労働しなければ管理的立場に上が
りにくい

◆キャリア形成が難しい
◆出産・育児後に再就職が難しい

◆正社員への転換機会が少ない
◆雇用不安定・低賃金で生活が不安定
◆学卒後の訓練が評価されない

正
社
員

女
性

非
正
規

◆定年の設定とそれを境に
した働く環境の激変

◆高齢者の能力活用の場の
不足

◆技能継承者の不足

◆高齢者の割合の増加
◆疾病構造は生活習慣病中
心に
◆団塊の世代の高齢化に伴
う介護ニーズの急増
◆国民皆保険の下での医療
アクセスの容易さ

◆高齢者の「居場所」や
「生きがい」の問題

高齢者の働き方 高齢者の生活

働く環境

◆平均寿命・平均余命の延伸
◆高齢者の体力の向上・活動意
欲の高まり
◆医療コストへの意識不足
◆予防、健康維持などに関する
意識の格差

◆若い頃の働き方が高齢期の生活
基盤に大きく影響
◆人間関係のつながりの重要性

「人の活躍」に関する現状マップ（イメージ図）

◆ニート・フリーターなどが職業能力を身に付ける場が少ない

◆グローバル人材養成など、仕事と結びついた再教育の場が少ない
◆生涯に渡って学べる場が少ない

◆充足感を感じにくい生活状況

働き方人材育成

◆高齢期の職業能力活用が不十分

格差の拡大少子化・人口減少 安定的な経済成長グローバル化

教育環境

就職前教育

就職後教育

◆少子化を始めとした社会変化
◆人口減少・高齢化の下で求められる人材像や
働き方の変化

◆平均的な学力は世界でもトップ
クラス

◆生涯を生き抜く力の養成が不十分

◆留年や中退などの「ノンストレー
ター」が活躍できない教育環境

◆親の所得による教育の格差

◆グローバルプレイヤーへの挑戦
が容易でない

◆キャリア形成を主体的に行う力や
職業に必要な専門性が身に付かない

社会保障負担の増加

社
会
の
し
く
み

高齢期の働き方・生活

人
の
現
状

人の生涯

社会の課題

◆ニートの高止まり・高年齢化
◆就労をサポートする社会資源が不足
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